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日本・韓国・中国の小学校教科書に反映された親役割の変化
－－親役割の変化と社会状況との関係－－
塘 利枝子 ・ 出羽 孝行 ・ 高 向山
（龍谷大学大学院研究生） （東京都立大学大学院博士課程）
［問題と目的］
１． 次世代に伝達される価値観
どの文化や社会においても、子どもの教育は大人たちにとって重要な関心事である。次世代の幸せ
や繁栄を望まない社会はないであろうし、大人たちは次世代のためによりよい教育を常に模索してい
る。これらの点に関しては、すべての文化や社会において共通である。しかし自分たちの世代の何を
どう次世代に引き継ぐかは、文化や社会により異なる。自己主張することをよしとしてそれを子ども
に引き継ぐ社会もあれば、皆の意見や行動に合わせることを強く求める社会もある。家族が多いほど
幸せだという価値観を子どもに伝える文化もあれば、子どもは少ない方が１人ひとり丁寧に育てるこ
とができるからよいと多くの人が考える社会もある。育児を母親が相当量負担する社会もあれば、父
親も子育てにかなり多く参加することを奨励する文化もある。このようにどんな価値観がよいのか、
そして何をよしとして次世代に伝えるかは文化や社会によって異なるのである。
さらに同じ国内や社会の中でも、価値観は時代によって変わっていくことがある。アメリカの１９３０
年代の大恐慌による経済状態の悪化が、家庭内労働をどの程度子どもが担うのか、子どもが家族に対
してどのような価値観を持つのかを変化させたという研究（Elder，１９７４）がある。このような研究
は、社会的な状況が人々の価値観を変えていく可能性を示唆している。第二次大戦後から現代に至る
まで、日本でも社会・経済状態は急激に変化した。特に「もはや戦後ではない」と経済白書に書かれ
た１９５６年以降、産業構造も大きく変化をした。そして産業構造のみならず、人々の価値観も大きく変
化していったのである。「子どもの価値」や親の子育て観もその例外ではない。第一次産業従事者数
は減少し、第二次・第三次産業従事者数が増加することによって、子どもが労働力として家族内で重
要な位置を占めていた時代から、子どもは成人になるまで親に養われ、高度な知識や教育を与えられ
る存在」へと変化した。すなわち「子どもの価値」は、「経済的・実用的価値」から、「親の生きがい
としての存在」「楽しみをもたらしてくれる存在」としての「精神的価値」へと変化をしていったの
である（柏木，２００１）。それに加えて医療技術の進歩により、乳幼児死亡率は激減し、日本では少な
く産んで「よく」育てようという意識の変革が生まれ、合計特殊出生率が減少した。１９５０年の３．６５人
から２０００年には１．３６人となり、現在でもさらに減少し続けている。
以上のような傾向は日本だけではない。隣国の韓国や中国でもこの４０年間で同様に急激な少子化傾
向が見られた。韓国では１９６０～１９６５年には合計特殊出生率が５．６３人であったが、２０００年には１．４７人に
減少している。中国でも１９６０年の５．７２人から２０００年の１．９０人へとやはり激減している。朝鮮半島では
１９５３年に朝鮮戦争の休戦協定が締結され、しばらくは経済的にも苦しい時代が続いたが、１９７０年頃か
らアジアの中でも GNPの伸び率は高くなり、高度経済成長を支えるだけの高い知識を子どもに与え
ることが必要となった。韓国政府の少子化奨励策が実施されたことも、韓国の少子化傾向にさらに拍
車をかけることとなり、一人の子どもにかけられる期待と金銭的投資はより大きくなってきた。また
中国では１９６６年～１９７６年の文化大革命により、教育・経済面での低迷の時期を経験したが、その後改
革開放の波の中で海外からの資本が導入されるにつれ、中国経済も大きく変化をした。さらに中国で
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は１９７９年１月より「一人っ子政策」が採用され、国の政策によって少子化の道を辿ってきた。
国の施策の違いや急激に経済発展をした時期は日本、韓国、中国の３カ国間で異なるが、短期間に
急激な少子化を経験したという点では同じである。それゆえにこれら３カ国では、子ども自体の価値
のみならず、子育てに関する価値観も変化をしたと推測される。１人の親が多くの子どもを養育し、
かつ子どもを家庭内労働力として重視していた時代から、少数の子どもを養育し、子どもに「精神的
な価値」を求めるようになったことによって、親の子育てのあり方はどのように変化しているのだろ
うか。本論では社会・経済状況が大きく変化した１９６０年から２０００年に焦点をあて、子育ての中でも、
親はどのような育児を子どもにすべきかという社会的な期待としての「親役割」について分析をした。
この「親役割」に関して日本、韓国、中国の３カ国間の比較とともに、各国内の時代間の比較を行い、
人々をとりまく社会的な状況の変化が、「親役割」をどのように変化させたかについて考察する。
２． 子どもの社会化過程としての教科書
本論では以上に示した「親役割」と社会的状況要因との関係を検討するために、各国の小学校国語
教科書に描かれた親の育児行動を分析する。教科書は子どもの学力向上を目指し、それぞれの国で各
時代の大人たちによって多大な労力を投入され編纂されるという特徴を持っている。したがって漫画
やその他の児童書とは異なり、その社会や時代の大人たちが持っている次世代に伝えたい理想像がそ
こには凝縮されていると考えられる。本研究で分析に使用されたものは小学校１～３年生用の国語の
教科書であるが、中国の一部の地域を除いて義務教育が１００％に近いこれら３カ国では、すべての子
どもが国語教科書を毎週数時間学習教材として使用すると言ってよいであろう。したがって教科書の
内容が子どもたちの価値観に与える影響力は大きいと考えられる。このような教科書の特徴を前提と
して、教科書を分析材料とした研究も多い（塘，１９９５）。また教科書作成者側も教科書が与える影響
力の大きさを十分意識して作成にあたっている。例えば１９６０年発行の日本の教科書編纂の趣意には「日
本の健康な国民生活と文化を、何代何世紀をかけても築きあげていこうとする、熱意と実践力に満ち
た民族の養成を目指して編集された」（信濃教育会出版部，１９６０）と書かれている。以上の点を考慮
すると、教科書はその社会や時代の人々の価値観や理想像を推測する分析手段として妥当であると思
われる。
本研究ではいくつかの教科の中でも、国語の教科書を分析材料として選んだ。もちろん教科書に描
かれている登場人物の行動は必ずしも現実を映し出しているとは限らない。もしかすると大人たち自
身が為しえなかったことも含めた期待と理想像でしかないかもしれない。しかしこのような特徴を持
つ教科書の中でも、国語の教科書に反映されている価値観は、現実から大きくかけはなれた理想像で
はなく、その社会や時代の大人たちの現実像とあまり異ならず、しかも人々が違和感なく無意識に持っ
ている理想像であるとされる（今井，１９９１）。社会、道徳、宗教、家庭科の教科書には、現実とかけ
離れた「望ましい」家族の姿や、父親の育児の姿が実際より多く登場していることがある。一方、国
語の教科書の第一目的は、読み書きを教えることであり、価値観や理想像を教えることは二次的なも
のとなる。したがって国語の教科書の内容に投影されている家族や親の育児行動は、理想像や期待が
含まれているにせよ、その社会や時代の大人にとって大きな違和感を抱かせる内容ではないと考えら
れる。なお国語の教科書を選択した詳細な理由については、塘（１９９５）、塘・童（１９９７）、塘・真島・
野本（１９９８）、塘・木村（２００１）も参考にしてほしい。また本研究において小学校低学年の教科書を
使用したのは、低学年の教科書には、高学年の教科書以上に子どもにとって家族などの身近な題材が
取り上げられていることが多いからである。したがって「親役割」について分析するためには、小学
校低学年用の教科書が妥当であると判断した。
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３． 通文化的比較と通時的比較
本研究では教科書に描かれた育児行動における親役割観と社会的状況要因との関係を検討するため
に、通文化的比較と通時的比較という２つの手法を使用した。国際関係の重要さが増すにつれて、社
会科学系の多くの分野で、人間の行動に関する異文化間比較研究がなされるようになってきた。日本
の心理学における異文化間比較研究では、アメリカとの間の比較が今まで盛んに行われてきたが、最
近では日本と他のアジア諸国との比較研究も注目されるようになってきた。そしてアジア諸国内での
比較研究が進むにつれ、今までの日本と欧米との比較研究だけでは得られなかった研究視点や結果が、
研究者に提示されるようになった。しかしその多くは同時代の二カ国間、または多国間、多文化間の
通文化的比較研究である。同一地域や同一国家内における通時的比較をも併せて行った研究は多くな
い。教科書研究においても、通文化的比較と通時的比較はそれぞれ別々の研究で行われることが多く、
両方の手法を用いてなされた研究は、日本とカナダの通文化・通時的比較を行った研究
（Minoura，１９７５）以外にあまり見られない。しかし本研究では日本、韓国、中国における親役割観
と社会的状況要因との関係を分析するために、同時代における通文化的比較に加えて、同一国家内に
おける通時的比較を行う。
［方 法］
１． 分析対象となった教科書の選定
本研究では、日本、韓国、中国の小学校１～３年生が使用する国語教科書を分析材料としている。
対象となった教科書は、１９６０年の日本では、東京書籍、大阪書籍、日本書籍、光村図書、学校図書、
教育出版、日本書院、大日本書籍、中教出版、二葉、信濃教育会の１１社から出版されたものである。
これは１９６０年に発行されたすべての文部省（現 文部科学省）検定教科書である。韓国では小学校国
語教科書に関しては国定教科書（教育人的資源部発行）しか発行されていないため、本研究で使用し
た教科書（１）は１９６０年代前半にすべての公立学校で使われていたと考えられる。中国では国家教育委員
会（現 教育部（２））の直属機関である人民教育出版社から発行された全国共通教科書を分析対象とし
た。次に２０００年に発行された教科書として、日本では東京書籍、大阪書籍、日本書籍、光村図書、学
校図書、教育出版の６社から出版されたものを使用した。これらの６社の教科書は、いずれも文部省
（現 文部科学省）検定教科書であり、日本の小学校ではこれらのいずれかの教科書が採択され使用
されている。日本では学校教育法第２１条において、「小学校においては、文部科学大臣の検定を経た
教科用図書又は文部科学省が著作の名義を有する教育用図書を使用しなければならない。」と明記さ
れているため、これらの６社のどれかを日本の子どもたちは使用していることになる。韓国では１９６０
年代の教科書と同様、国定教科書である。中国では４種類の教科書が発行されているが、その中から
最も多くの都市部で使用されている教科書を１種類、人民教育出版社発行のものを分析対象とした。
したがって本研究で分析に使用される教科書は、いずれも各国の検定を通ったものか国定教科書であ
り、これら３ヶ国の子どもたちの多くは本研究で対象となった教科書のいずれかを使用していること
となる。
２． 分析対象となった育児行動の選定と分析方法
教科書の作品の中でも、親の育児行動が記述されている文章のみを分析対象として取り上げた。本
研究で定義する育児行動とは「子どもの生命や現在の生活を維持したり、精神的援助を行ったり、子
どもの将来のより良い生活を保障するために、親が子どもに対しておこなう行動」のことを指す。こ
のように定義した親の育児行動を、表１の細則に従いながら、実際的な世話、しつけ、知識の
授与、心理的な世話の大きく４種類に分類し（表２）、国、年代、親の性別によって比較分析した。
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その結果、分析対象行動数は、１９６０年では日本５７６件、韓国１３０件、中国４９件、２０００年では日本１４９件、
韓国１１４件、中国６２件となった。以上の分析対象行動に関する取捨選択や分類に関しては、日本語を
母語とする心理学専攻の研究者２人、日本語を母語とし韓国を専門領域とする教育学専攻の大学院生
１人、中国語を母語とする心理学専攻の大学院生１人、日本語を母語とし中国に関する文学・哲学専
攻の研究者１人が関わった。以上の基準に沿って独立に評定し、評定不一致の際にはそれぞれ分担し
ている国の担当者同士が話し合って、分析対象とする行動の採択を決定した。
［結果と考察］
１． 親役割に関する３カ国間比較
第１に、表２の育児行動の種類の分類基準にもとづき、３カ国の教科書に描かれた育児行動をそれ
ぞれ算出し、日本、韓国、中国の１９６０年と２０００年における親の育児行動の通文化的比較を行った。そ
表１ 対象作品や育児行動に関する分析基準に関する細則
表２ 育児行動の分類基準
（１）分析対象作品に関する選択基準
 親の子どもに対する育児行動が描かれている作品を対象とする。
 １つの作品として必ずしも完結していない作品でも、２行以上の文章になっていれば分析対象とする。
 練習問題や説明文（例えば動植物の生態などに関する文章）は対象外とする。
（２）分析対象行動基準に関する細則
 両親で同時に同じ行動をしている場合には、出現頻度を２倍にして考え、１つの文章を２単位として計算す
る。さらに父親と母親の行動にそれぞれ１単位ずつ振り分ける。
 １人の親が２人以上の子どもに対して同時に、または１つの文章の中で１人の親が２人以上の子どもに対し
て同じ育児行動をした場合、その親の行動は子どもの人数分カウントする。但し不特定多数を対象にした行動
に関しては１単位とする。
 親の性が特定できない場合、父母間の比較をする際には欠損値扱いとして処理する。
 １つの文章の中に、親が子ども以外の他者に（例えば母親が父親に）対する言葉と、子どもに対する言葉の
両方が含まれていた場合には、子どもに対する言葉のみを１単位として算出する。
 １つの文章の中で、１人の親が２種類以上の育児行動を行っている場合には、２単位として算出する。
 親が子どもに対して単に頷いたり、呼びかけたりする行動は分析対象としない。
 親が子どもとともにしている行動（例えば一緒に買い物に行く）であっても、親が親自身のためだけにして
いる行動、親自身が自分の仕事としている行動、子どもが親を手伝うためにしている行動は分析対象としない。
但し、親が自分自身のためにしている行動であっても、同時に子どものためにしている行動が含まれていれば
分析対象とする。
 子どもやその他の家族に対して親がしている行動（例えば食事を用意する）の場合には、親がしている行動
の対象者に子どもが明確に含まれている場合には、その子どもの人数分カウントする。
	 子どもの性別が確定できないときには、挿し絵から判断したり、対象となっている子どもの名前が一般的に
男女どちらに用いられるものであるかによって判断する。但し育児行動を受けている子どもの性別が不明な場
合には（例えば、愛称などが用いられたり、動物の子どもや不特定多数の一般的な子どもに当てた表現など）、
欠損値扱いとする。

 「親」とは子どもと必ずしも血縁関係がある者に限定しない。
育児行動の種類 定 義 行 動 例
実 際 的 な 世 話
子どもの生命や現在の生活を維持するため
に親が行う世話。
食事を作る。子どもを運ぶ。病気やけがの
介護。寝かしつける。
し つ け
対人関係のルールや倫理観など、生活面で
守らなければならない行動を教える教育的
行為。
静かにするよう注意する。自分の物を片づ
けるように言う。友人を大切にするように
言う。
知 識 の 授 与
科学的知識、知恵、技、言い伝えなどを与
える教育的行為。
自然界の事象や物質の成分について教える。
辞書の使用法を教える。
心 理 的 な 世 話
子どもへの精神的受容、期待・愛情表明、
子どもの相談にのるといった心理面での育
児。
ほめる。慰める。成長を願う。励ます。生
活態度、精神状態、病状を心配する。愛情
を表現する。
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の結果、２０００年時点での父母の育児行動を合計した３カ国間比較においては、３カ国とも「実際的な
世話」が他の育児行動に比べて重視されていた。しかし３カ国間の相違点としては、「実際的な世話」
が日本では他の２カ国に比べ有意に多く見られたことである（表３）。以上の結果から日本では、こ
まごまとした実際的な世話が、社会から親に対して他国に比べ期待されていると考えられる。それに
対して韓国や中国では「実際的な世話」と同様に、「知識の授与」が親役割として社会から期待され
ているようである。
第２に、１９６０年の親役割について国家間で比較をしてみると（表４）、２０００年と同様、３カ国とも
「実際的な世話」が他の育児行動に比べて多い。しかしその中でも特に日本では「実際的な世話」が
多く見られた。また韓国では２０００年と同様、「知識の授与」の割合が高かったが、中国では２０００年と
は異なり「しつけ」の占める割合が「実際的な世話」の次に高かった。
以上の結果から、１９６０年と２０００年のどちらの時点でも、「実際的な世話」が親の重要な役割として
期待されていることは、３カ国とも共通であると言えるだろう。しかしこの３カ国の中でも、日本は
どちらの年代においても、「実際的な世話」が社会から「親役割」として特に強く期待されていると
考えられる。
２． 父親と母親の親役割に関する３カ国間比較
上記の親役割に関する３カ国間比較は、どちらの年代も父親と母親の育児行動を合計して算出した
ものであったが、各国の父親と母親は育児行動に関して、必ずしも同程度そして同じ種類の育児行動
を子どもに行っているわけではない。そこで父母別に育児行動量を３カ国間で比較するとともに、各
国内における育児行動の内容を、それぞれの年代において比較した。
第１に、父親と母親の育児行動全体量を３カ国間で比較した結果、２０００年では国家間に有意差が見
られ、日本の母親の育児行動量が最も多かった。中国では父母半々で行い、韓国ではむしろ父親の育
児行動量の方が多かった（表５）。しかし１９６０年では３カ国間に有意差が見られず、いずれの国にお
いても母親が父親の１．５倍以上の育児を担当していた（表６）。前述したように教科書に描かれた親の
育児行動は、人々の期待や理想が反映された水準ではあるが、以上の結果を見る限りにおいて、韓国
や中国ではこの４０年間で父親も育児を行うことへの社会的期待が増大したと考えられる。一方日本で
は人々の意識は変化しておらず、現在でも相変わらず育児は母親の役割と考えられているようである。
そしてこのような価値観が教科書を通して次の世代にも伝えられつつある。
第２に、表２の分類表に基づき育児行動を４種類に分け、国ごとに父母間の親役割について比較し、
特に親役割の中でも「実際的な世話」と「知識の授与」に焦点をあてて分析を行った。まず２０００年の
結果から見てみよう（表７）。分析の結果、２０００年の日本では父親も「実際的な世話」を多く行って
いるものの、母親よりは有意に少なく（＝（１，N＝１４７）＝８．４６，p＜．０１）（３）、その代わりに「知識の
授与」が有意に多い（＝（１，N＝１４７）＝１６．６７，p＜．０１）。韓国では母親が「実際的な世話」を父親
表３ 育児行動の種類についての２０００年の３カ
国間比較（父母合計）
（ ）内は％
欠損値 １ ＊＊ p＜．０１
（ ）内は％
＊＊ p＜．０１
表４ 育児行動の種類についての１９６０年の３カ
国間比較（父母合計）
種類
国
実際的
な世話 しつけ
知識の
授 与
心理的
な世話 合 計
日 本 ９５（６４．６３）
５
（３．４０）
３８
（２５．８５）
９
（６．１２）
１４７
（１００．００）

＝４５．７１＊＊
df＝６
韓 国 ３９（３４．２１）
２２
（１９．３０）
３６
（３１．５８）
１７
（１４．９１）
１１４
（１００．００）
中 国 ２２（３６．０７）
１６
（２６．２３）
２１
（３４．４３）
２
（３．２８）
６１
（１００．００）
合 計 １５６（４８．４５）
４３
（１３．３５）
９５
（２９．５０）
２８
（８．７０）
３２２
（１００．００）
種類
国
実際的
な世話 しつけ
知識の
授 与
心理的
な世話 合 計
日 本 ４０５（７０．３１）
４０
（６．９４）
７２
（１２．５０）
５９
（１０．２４）
５７６
（１００．００）

＝５５．３３＊＊
df＝６
韓 国 ５９（４５．７４）
１７
（１３．１８）
２８
（２１．７１）
２５
（１９．３８）
１２９
（１００．００）
中 国 ２３（４６．９４）
１５
（３０．６１）
５
（１０．２０）
６
（１２．２４）
４９
（１００．００）
合 計 ４８７（６４．５９）
７２
（９．５５）
１０５
（１３．９３）
９０
（１１．９４）
７５４
（１００．００）
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より有意に多く行い（＝（１，N＝１１４）＝２４．３５，p＜．０１）、それに対して父親は「知識の授与」を母
親に比べて有意に多く行っている（＝（１，N＝１１４）＝１６．９６，p＜．０１）。表４の育児行動全体量に関
する分析結果では、父親の方が母親より育児行動量が多かった。しかし表７に示したように、育児行
動の中身を検討してみると、韓国では実際的なこまごまとした育児は、やはり母親の手にゆだねられ
ていると言えるだろう。また中国の父親の育児行動でも「知識の授与」が母親に比べて有意に多かっ
た（＝（１，N＝６１）＝４．０４，p＜．０５）。このように父親には３カ国とも「知識の授与」が親役割とし
て母親に比べて多く期待されている。一方母親に対しては、日本と韓国では「実際的な世話」が、中
国では「実際的な世話」とともに、子どもへの「しつけ」も母親役割として期待されていると考えら
れる。
次に１９６０年の結果においては（表８）、日本では「知識の授与」に父母間で有意差が見られ（＝（１，
N＝５７６）＝１１．９３，p＜．０１）、父親の方がより「知識の授与」が期待されていると言える。この傾向は
２０００年と同様である。韓国でも２０００年と同様、「知識の授与」では父親が母親より有意に多く（＝（１，
N＝１２９）＝２１．０６，p＜．０１）、「実際的な世話」では母親が父親より有意に多い（＝（１，N＝１２９）＝９．１０，
p＜．０１）という傾向が見られた。そして中国では父親が「しつけ」を、母親が「実際的な世話」を多
く担当しており、２０００年とは異なる傾向を見せているが、総数が少ないために、有意差があるとは言
えなかった。
表５ 育児行動総数における２０００年の父母間の
比較
（ ）内は％
＊＊ p＜．０１
表７ 各国内の育児行動の種類についての２０００年の父母間の比較
（ ）内は％
註：中国 欠損値１
（ ）内は％
表６ 育児行動総数における１９６０年の父母間の
比較
種類
国
親の
性別 実際的な世話 しつけ 知識の授与 心理的な世話 合 計
父親 ２８（５０．００）
０
（０．００）
２５
（４４．６４）
３
（５．３６）
５６
（１００．００）
日 本 母親 ６７（７３．６３）
５
（５．４９）
１３
（１４．２９）
６
（６．５９）
９１
（１００．００）
合計 ９５（６４．６３）
５
（３．４０）
３８
（２５．８５）
９
（６．１２）
１４７
（１００．００）
父親 １１（１６．１８）
１２
（１７．６５）
３２
（４７．０６）
１３
（１９．１２）
６８
（１００．００）
韓 国 母親 ２８（６０．８７）
１０
（２１．７４）
４
（８．７０）
４
（８．７０）
４６
（１００．００）
合計 ３９（３４．２１）
２２
（１９．３０）
３６
（３１．５８）
１７
（１４．９１）
１１４
（１００．００）
父親 １１（４０．７４）
３
（１１．１１）
１３
（４８．１５）
０
（０．００）
２７
（１００．００）
中 国 母親 １１（３２．３５）
１３
（３８．２４）
８
（２３．５３）
２
（５．８８）
３４
（１００．００）
合計 ２２（３６．０７）
１６
（２６．２３）
２１
（３４．４３）
２
（３．２８）
６１
（１００．００）
親の性
国 父 親 母 親 合 計
日 本 ５６（３８．１０）
９１
（６１．９０）
１４７
（１００．００）

＝１２．０８＊＊
df＝２
韓 国 ６８（５９．６５）
４６
（４０．３５）
１１４
（１００．００）
中 国 ２８（４５．１６）
３４
（５４．８４）
６２
（１００．００）
合 計 １５２（４７．０６）
１７１
（５２．９４）
３２３
（１００．００）
親の性
国 父 親 母 親 合 計
日 本 ２１４（３７．０９）
３６３
（６２．９１）
５７７
（１００．００）

＝２．１８
df＝２
n.s.韓 国 ４７（３６．１５）
８３
（６３．８５）
１３０
（１００．００）
中 国 １３（２６．５３）
３６
（７３．４７）
４９
（１００．００）
合 計 ２７４（３６．２４）
４８２
（６３．７６）
７５６
（１００．００）
塘 利枝子・出羽 孝行・高 向山
－３６－
以上のように１９６０年と２０００年の各国の父母の育児行動の内容を分析することによって、それぞれの
時代の各国における親役割の特徴が浮かび上がってきた。その結果、中国の１９６０年を除いて両年代と
も父母間に有意差が見られ、これら３カ国では、親役割の性別分業に対する意識が社会の中で共有化
されていると考えられる。すなわち３カ国とも、親の性によって育児行動が異なるという考え方が、
次世代にも教科書を通して伝達されていると言えるだろう。
３． 各国における父母別の親役割に関する年代間比較
今までは、１９６０年と２０００年における通文化的比較を通して３カ国間の類似点と相違点、そして国内
における性別による親役割の特徴を検討してきたが、ここでは各国における親役割の変化を通時的比
較によって検討してみよう。まず父母の育児行動を合計した親役割について分析した結果、日本では
年代間に有意差が見られ、「実際的な世話」が減り、「知識の授与」が増加したという傾向が見られた
（表９）。しかしそれをさらに父母別に年代間で比較すると、父親では「実際的な世話」と「知識の
授与」において有意差が見られ、４０年間で「実際的な世話」が減少し（＝（１，N＝２７０）＝５．７４，p
＜．０５）、「知識の授与」が増加した（＝（１，N＝２７０）＝１６．３５，p＜．０１）。しかし母親ではどちらの
年代も「実際的な世話」が育児行動全体の約７割を占めており、母親役割の特徴が有意に変化したと
は言えなかった（４）（表１０，表１１）。
教科書に描かれた具体的な事例で見ていくと、１９６０年の教科書には父親が子どもを山に連れて行っ
表８ 各国内の育児行動の種類についての１９６０年の父母間の比較
（ ）内は％
註：日本 欠損値１，韓国 欠損値１
表 9 日本の親役割に関する通時的比較（父母合計）
（ ）内は％
種類
国
親の
性別 実際的な世話 しつけ 知識の授与 心理的な世話 合 計
父親 １４４（６７．２９）
１２
（５．６１）
４０
（１８．６９）
１８
（８．４１）
２１４
（１００．００）
日 本 母親 ２６１（７２．１０）
２８
（７．７３）
３２
（８．８４）
４１
（１１．３３）
３６２
（１００．００）
合計 ４０５（７０．３１）
４０
（６．９４）
７２
（１２．５０）
５９
（１０．２４）
５７６
（１００．００）
父親 ９（１９．１５）
１１
（２３．４０）
１７
（３６．１７）
１０
（２１．２８）
４７
（１００．００）
韓 国 母親 ５０（６０．９８）
６
（７．３２）
１１
（１３．４１）
１５
（１８．２９）
８２
（１００．００）
合計 ５９（４５．７４）
１７
（１３．１８）
２８
（２１．７１）
２５
（１９．３８）
１２９
（１００．００）
父親 １（７．６９）
１０
（７６．９２）
１
（７．６９）
１
（７．６９）
１３
（１００．００）
中 国 母親 ２２（６１．１１）
５
（１３．８９）
４
（１１．１１）
５
（１３．８９）
３６
（１００．００）
合計 ２３（４６．９４）
１５
（３０．６１）
５
（１０．２０）
６
（１２．２４）
４９
（１００．００）
種類
年代 実際的な世話 しつけ 知識の授与 心理的な世話 合 計
１９６０年 ４０５（７０．３１）
４０
（６．９４）
７２
（１２．５０）
５９
（１０．２４）
５７６
（１００．００）
２０００年 ９５（６４．６３）
５
（３．４０）
３８
（２５．８５）
９
（６．１２）
１４７
（１００．００）
合 計 ５００（６９．１６）
４５
（６．２２）
１１０
（１５．２１）
６８
（９．４１）
７２３
（１００．００）
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たり（２年２ 日本書籍，１９６０；３年上 光村図書，１９６０）、薪拾いの作業の合間に子どもに箸を作っ
てやったりする場面が出てくる（２年下 学校図書，１９６０）。また食事の支度をするのは母親であっ
ても、子どもと一緒に夕食をとり、その後で影絵遊びにつきあう父親の姿が描かれている（３年１
東京書籍，１９６０）。さらに息子とすもうをとる父親や（１年３ 日本書籍，１９６０）、子どもの学芸会で
紙芝居をする父親の姿（２年２ 大日本図書，１９６０）も描かれている。確かに育児行動全体量では、
１９６０年段階でも母親の方が子どもと多く関わっていた。しかし育児行動の内容を見てみると、１９６０年
の父親は、２０００年時点に比べて日常的な場面で子どもと関わることが期待されていたと考えられる。
しかも１９６０年の作品の中には、「お腹がすいたから早く夕食を」とせがむ子どもに対して、「ご飯はお
父さんが帰ってきてから」と母親がなだめる場面や、一番大きな魚を自分のおかずとして取ろうとす
る子どもに対して、「それはお父さんのですよ。」とたしなめる母親の姿が描かれている。１９６０年段階
でも、実際にこまごまとした世話をするのは母親であったとしても、父親が家族の一員として現在以
上に重視されていたと推測される。
次に韓国において、１９６０年と２０００年の「親役割」を比較したところ、父母の育児行動を合計した親
役割においても（表１２）、父母別の親役割においても（表１３，表１４）、どちらにも有意差は認められな
かった。すなわち韓国では、父親は「知識の授与」、母親は「実際的な世話」という性別分業的な親
役割が４０年間固定されており、その関係性は大きく変化しなかったと考えられる。
一方中国では、父母合計した育児行動の分析（表１５）、父母別に行った分析のどちらにも年代間で
表１０ 日本の父親の親役割に関する通時的比較
（ ）内は％
表１１ 日本の母親の親役割に関する通時的比較
（ ）内は％
表１２ 韓国の親役割に関する通時的比較（父母合計）
（ ）内は％
種類
年代 実際的な世話 しつけ 知識の授与 心理的な世話 合 計
１９６０年 １４４（６７．２９）
１２
（５．６１）
４０
（１８．６９）
１８
（８．４１）
２１４
（１００．００）
２０００年 ２８（５０．００）
０
（０．００）
２５
（４４．６４）
３
（５．３６）
５６
（１００．００）
合 計 １７２（６３．７０）
１２
（４．４４）
６５
（２４．０７）
２１
（７．７８）
２７０
（１００．００）
種類
年代 実際的な世話 しつけ 知識の授与 心理的な世話 合 計
１９６０年 ２６１（７２．１０）
２８
（７．７３）
３２
（８．８４）
４１
（１１．３３）
３６２
（１００．００）
２０００年 ６７（７３．６３）
５
（５．４９）
１３
（１４．２９）
６
（６．５９）
９１
（１００．００）
合 計 ３２８（７２．４１）
３３
（７．２８）
４５
（９．９３）
４７
（１０．３８）
４５３
（１００．００）
種類
年代 実際的な世話 しつけ 知識の授与 心理的な世話 合 計
１９６０年 ５９（４５．７４）
１７
（１３．１８）
２８
（２１．７１）
２５
（１９．３８）
１２９
（１００．００）
２０００年 ３９（３４．２１）
２２
（１９．３０）
３６
（３１．５８）
１７
（１４．９１）
１１４
（１００．００）
合 計 ９８（４０．３３）
３９
（１６．０５）
６４
（２６．３４）
４２
（１７．２８）
２４３
（１００．００）
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有意な変化が見られた（表１６，表１７）。まず父母合計した育児行動における年代間の比較では、「知識
の授与」に関して有意に増加した傾向が見られた（＝（１，N＝１１０）＝８．８３，p＜．０１）。また父親で
は４０年間で「知識の授与」が有意に増加し（＝（１，N＝４０）＝４．６６，p＜．０５）、母親でも「実際的な
世話」が４０年間で有意に減少した（＝（１，N＝７０）＝５．８０，p＜．０５）。中国における具体的な事例を
教科書の中で見てみると、１９６０年の教科書には「これは白蝶といい、害虫である。」と父親が息子に
知識を教える事例は１件のみであった。しかし、２０００年の教科書では国歌を子どもたちに教えてやっ
たり（中国２年下『私のお父さん』，２０００）、月食の状態について科学的な説明をしてやったりする（中
国２年下『月食を観る』，２０００）父親の「知識の授与」に関する育児行動が、１９６０年よりも多く見ら
れた。
表１３ 韓国の父親の親役割に関する通時的比較
（ ）内は％
表１４ 韓国の母親の親役割に関する通時的比較
（ ）内は％
表１５ 中国の親役割に関する通時的比較（父母合計）
（ ）内は％
表１６ 中国の父親の親役割に関する通時的比較
（ ）内は％
種類
年代 実際的な世話 しつけ 知識の授与 心理的な世話 合 計
１９６０年 ９（１９．１５）
１１
（２３．４０）
１７
（３６．１７）
１０
（２１．２８）
４７
（１００．００）
２０００年 １１（１６．１８）
１２
（１７．６５）
３２
（４７．０６）
１３
（１９．１２）
６８
（１００．００）
合 計 ２０（１７．３９）
２３
（２０．００）
４９
（４２．６１）
２３
（２０．００）
１１５
（１００．００）
種類
年代 実際的な世話 しつけ 知識の授与 心理的な世話 合 計
１９６０年 ５０（６０．９８）
６
（７．３２）
１１
（１３．４１）
１５
（１８．２９）
８２
（１００．００）
２０００年 ２８（６０．８７）
１０
（２１．７４）
４
（８．７０）
４
（８．７０）
４６
（１００．００）
合 計 ７８（６０．９４）
１６
（１２．５０）
１５
（１１．７２）
１９
（１４．８４）
１２８
（１００．００）
種類
年代 実際的な世話 しつけ 知識の授与 心理的な世話 合 計
１９６０年 ２３（４６．９４）
１５
（３０．６１）
５
（１０．２０）
６
（１２．２４）
４９
（１００．００）
２０００年 ２２（３６．０７）
１６
（２６．２３）
２１
（３４．４３）
２
（３．２８）
６１
（１００．００）
合 計 ４５（４０．９１）
３１
（２８．１８）
２６
（２３．６４）
８
（７．２７）
１１０
（１００．００）
種類
年代 実際的な世話 しつけ 知識の授与 心理的な世話 合 計
１９６０年 １（７．６９）
１０
（７６．９２）
１
（７．６９）
１
（７．６９）
１３
（１００．００）
２０００年 １１（４０．７４）
３
（１１．１１）
１３
（４８．１５）
０
（０．００）
２７
（１００．００）
合 計 １２（３０．００）
１３
（３２．５０）
１４
（３５．００）
１
（２．５０）
４０
（１００．００）
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４． 親役割の変化と社会的状況要因の変化との関係
（１）高学歴化と就業状況の変化
本研究では通文化的比較により、３カ国の「親役割」の特徴について検討し、さらに通時的比較に
よって各国内の４０年間における「親役割」の変化を検討した。本論では特に、「親役割」の変化に焦
点をあて、「親役割」の変化と社会状況の変化との関係について考察する。本研究の通時的比較分析
の結果から、日本と中国では父親に「知識の授与」の増加が見られ、母親では増加しなかった点が両
国ともに共通して見られた。また両国の相違点として、中国の母親には「実際的な世話」の減少が見
られたが、日本の母親には「実際的な世話」の有意な変化は認められなかった。さらに韓国において
は父親も母親も「親役割」に関しての変化は見られなかった。これらの結果を「高学歴化」と「就業
状況の変化」という社会的状況要因の変化から検討してみよう。３カ国ともこの４０年間で高学歴化の
現象は顕著となった。日本では１９６０年に１７．２％（男性１９．７％、女性１４．２％）であった大学・短大等の
高等教育の就学率は、２０００年には４５．１％（男性４２．６％、女性４７．６％）（５）（文部科学省，２００１）へと２．５
倍以上増加し、多くの子どもが短期大学・大学等に進学するようになった。韓国でも１９９０年代に入る
と高等教育の就学率は日本を追い抜き、１９９０年に日本が２９．６％であった時に、既に韓国では３８．６％に
もなっている（経済産業省編，２００１）。韓国国内での就学率で比較すると、１９７０年ではわずか５．３％（男
性７．２％、女性３．３％）であったが、２００２年には５３．９％（男性５７．５％、女性５０．０％）にもなっている（教
育人的資源部・韓国教育開発院，２００３）（６）。すなわち韓国では日本以上に高学歴志向が急激に高まっ
たと言えよう。親が子どもに望む学歴についても、世帯主（主として父親）の学歴によって多少異な
るものの、息子には８６．５％、娘にも７９．４％もの世帯主が、子どもに大学（大学院も含む）進学を期待
している（統計庁，１９９５）。中国でも高等教育の就学率が１９８０年には１．７％であったが、１９９６年には５．７％
にもなっている（経済産業省編，２００１）。中国の人口の多さと高等教育機関の少なさから考えて、こ
れは飛躍的な伸びであろうと考えられる。
また就業状況においても、女性の就業率の増加や女性の就業環境の改善が、各国ともこの４０年間で
見られた。日本では１９７０年における男性の労働力人口割合は１５歳以上の男性総人口の８１．８％であり、
年代別に見ると２０～２４歳では８０．７％、２５～２９歳では９７．１％であった。２０００年では７６．４％で、年代別に
は２０～２４歳では７２．７％、２５～２９歳では９５．８％である。一方女性の労働力人口割合は１９７０年では１５歳以
上の女性総人口の４９．９％で、年齢別に見ると２０～２４歳では７０．６％だが、２５～２９歳では４５．５％、３０～３４
歳では４８．２％であった。２０００年では４９．３％と全体的には１９７０年との相違はあまり見られないが、年齢
別の内訳は２０～２４歳で７２．７％、２５歳～２９歳で６９．９％、３０～３４歳で５７．１％と、出産、子育てのために最
も労働人口が落ち込む時期の離職の割合は僅かに少なくなっている（総務省統計局，２００２b）。その結
果、労働力人口のＭ字型カーブは近年日本では少しずつ改善されてきている。また日本では１９８５年に
男女雇用機会均等法が、１９９１年には育児休業法が制定された。韓国でも１９８７年に男女雇用平等法が制
定され、１９９５年の改正によって育児休暇が認められた（７）。一方中国では、社会主義国家が成立して以
来、建国のために男女の区別なく国民が就業するよう総動員された。政府は１９５０年に婚姻法を実施し、
表１７ 中国の母親の親役割に関する通時的比較
（ ）内は％
種類
年代 実際的な世話 しつけ 知識の授与 心理的な世話 合 計
１９６０年 ２２（６１．１１）
５
（１３．８９）
４
（１１．１１）
５
（１３．８９）
３６
（１００．００）
２０００年 １１（３２．３５）
１３
（３８．２４）
８
（２３．５３）
２
（５．８８）
３４
（１００．００）
合 計 ３３（４７．１４）
１８
（２５．７１）
１２
（１７．１４）
７
（１０．００）
７０
（１００．００）
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封建的な婚姻制度を否定し、家庭内における男女間の平等な地位と権利を保障すると共に、公衆食堂
や保育所の拡充を政策化した（塩田，１９９９）。このように３カ国ともこの４０～５０年間で、女性の就業
状態や子育て中の母親に対する優遇措置に関する法的な整備がなされてきた。
（２）親役割に対する期待と社会的状況要因の変化とのズレ
実社会では、前述したように「高学歴化」が男女ともにこれら３カ国で飛躍的に進んでいった。そ
れにもかかわらず、教科書における分析結果において、「知識の授与」の有意な増加が父親しか認め
られなかったのはなぜだろうか。また韓国では父母ともに「親役割」が変化しなかったのはなぜだろ
うか。先に述べたように、女性の就業状況に関して法的な制度が整い、女性の就業率が上がってきた
にもかかわらず、日本や韓国の母親の「実際的な世話」が有意に減少しなかったのはなぜだろうか。
そしてその一方で、中国の母親では有意な減少が見られたのはなぜだろうか。以上の疑問を解明する
ために、前述の「高学歴化」と「就業状況の変化」をさらに詳しく見ていき、その理由として「女性
の高等教育就学率の内容」、「子育てサポート環境」、そして「産業構造の変化」の３点をあげた。
 女性の高等教育就学率の内容
第１に女性の高等教育就学率の内容について検討する。日本では女性の高等教育就学率が現在既に
男性のそれを上回っている。しかし２００１年段階で高等教育へ進学する日本の男性の中で、約９５．８１％
が４年制大学に進学するのに対して、女性の約３４．５１％が２年制の短期大学に進学する（文部省，２００２）。
すなわち男性よりも半分の年数しか教育を受けない者が、女性の高等教育進学者の中に約３分の１以
上存在することとなる。また短期大学卒業者は４年制大学卒業者と職種の面でも区別され、総合職や
専門職に就く割合が少ない。学歴が女性の社会進出にとってプラスに働くのは事実であるが（麻
生，１９８７）、高等教育の教育年数や職種分野に性差が見られることから考えても、日本の女性の仕事
はどうしても男性のサポート的存在になりやすく、女性の職業継続に対する意識も弱くなりやすい。
また日本の学歴社会は「象徴的学歴社会」と言われており、学歴を職業的能力の証明とはせず、一般
的な潜在能力の証明ととらえ、就職後に職業訓練を長期にわたって行う。しかしこの実施時期が結婚、
出産、育児という女性のライフサイクルの時期にあたりやすく、女性にとっていっそう不利な状態を
招いているという（麻生，１９８７）。バブル崩壊後、企業も長期の職業訓練を実施する余裕がなくなる
につれて、即戦力を求める傾向が強くなり、業種によっては学歴や性別よりも個人の能力や適性を重
視する傾向が見られるようになってきている。また１９８５年の男女雇用機会均等法の制定時には、就職
の時点で性別条件を設けないことが「努力義務規定」とされていたが、１９９７年の改正により「禁止」
と明記されるようになった。しかしその一方で女性を初めから採用する気持ちがなくても、募集の時
点ではその点が公表されていないことが多く、かえって女性にはそれが障壁となっていることも事実
である。以上のような教育の年数やその後の就職との関係から検討すると、女性の高等教育の就学率
の高さは、男性と同様の形で就職後に必要な専門的知識と必ずしも直接的に結びついておらず、結果
的に男性のサポート役になる可能性が高いと推測される。そしてそのような男女の関係が、結婚後の
家庭内にも持ち込まれ、母親には「知識の授与」が「親役割」として父親ほどには期待されない結果
を招いていると考えられる。
一方、中国では男性に比べて女性の高等教育人口は現在でも低く、男女込みでは２．７０％であるのに
対して、女性は２．０８％である（中華人民共和国国家統計局編，２０００）（８）。中国では都市部と農村部の
差が日本や韓国以上にあり、農村部ではさらに女性の高等教育の就学率は下がると思われる。そして
教科書に描かれた期待値のレベルにおいても、父親の方が母親より家庭の中で「知識の授与」という
親役割を担うことが求められていると考えられる。その結果、高等教育の就学率の上昇という社会的
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な現象は、父親のみにより強く反映され、教科書に描かれた「親役割」についても、父親のみに「知
識の授与」の有意な増加が見られ、母親では見られなかったと推測される。
 子育てサポート環境
第２の理由として、就業中の母親をとりまく子育てサポートの環境があげられる。日本では父親が
家事や育児にかける時間は１９６０年代よりも増加した。しかしそれでも１週間の家事・介護・看護・育
児・買い物を合計した家事関連時間は、有業男性２７分に対して、有業女性３時間というようにかなり
の男女差が現在でも存在する（総務省統計局，２００２a）。すなわち女性の就業率が高くなったにもかか
わらず、相変わらずこまごまとした家事・育児は女性の仕事となっている。日本の母親にとって、父
親は子育てを実質的にサポートする環境の一つとはならないようである。このように家事・育児時間
において、男性との間に現実にもかなりの差があるということは、母親の親役割に関する期待値のレ
ベルにおいても、求められる役割は高度な知識の授与というより実際的な世話となるであろう。実際
の家事関連時間を考慮すると、いくら男性と同じ年数の高等教育を受けても、たとえ卒業後男性と同
等の仕事をこなしていても、子育て中の母親に期待される「親役割」が変化をすることはあまりない
と考えられる。日本の教科書に見られた母親の「実際的な世話」が、４０年間で有意に減少しなかった
という結果や、「知識の授与」が父親のように有意に増加しなかったという結果は、このような家庭
内に占める女性の実質的な労働量を反映した結果であると推測される。そして『ウーフはおしっこで
できてるか』（２年下 日本書籍，２０００）という作品に反映されるように、客観的な知識を与えると
いうよりは、主観的で情緒的な接し方が母親には期待されている。次から次へと質問をぶつける子ど
もに対して、この作品に登場する両親の答え方は対照的である。父親は「ステンレスという金ででき
ているよ。」「パンは小麦粉でできてるのさ。」といったように、科学的な知識を与える答え方をして
いる。一方母親は「あらら、たいへんだ。ポンとわって、たまごの中からマッチが出てきたら、ウー
フの朝のごはんはどうしましょう。」と答えている。このような両親の答え方に象徴されているよう
に、高等教育を受けた女性が多くなったとはいえ、家庭の中では依然として、客観的な知識を子ども
に与えるよりも情緒的な接し方が期待されているし、同時にこまごまとした世話が期待されていると
考えられる。
韓国でも日本と同様に育児は母親の手に委ねられ、子どもを持つ母親は、子どもの乳幼児期からの
教育のサポート役として、幼稚園から塾へと送り迎えするなど、こまごまとした世話に追われる。母
親が家庭内で子どもを教育することもあると思われるが、幼児期の段階から英語、水泳、体操、音楽、
学習塾など家庭外の教育産業への依存率は日本以上に高い。小学校から大学までの子どもを持つ親の
７２．５％が、このような教育産業に投じる教育費を負担であると感じている（統計庁，２００２）。韓国で
は学歴による賃金格差が見られ、特に大学卒と大学院卒との間の差が大きい。２０００年段階での割合は、
高等学校卒業者を１００とした場合、大学卒業者で１０３．２、大学院卒で１５８．９となっている。１９９１年では
大学卒で１１７．４、大学院卒で１８５．５と、高校卒と大学卒との間の賃金格差も大きかった（統計庁，２００２）。
この１０数年間で学歴による賃金格差は縮まっているとはいえ、高い学歴は高収入取得と結びつきやす
い。したがって幼児期からいかに良い学校に子どもを入学させ、高い学歴を身につけさせるかは韓国
の親の重要な関心事となる。私教育に依存することが高い韓国では、教育産業を子どものために選択
したり、教育環境の調整をするといった子どもに対するこまごまとしたサポートが必要である。この
ような役割を韓国の母親は、４０年間変わらず強く期待されてきたのではないかと考えられる。韓国で
も日本以上に女性の高等教育への進学率は高くなった。一般系高等学校から大学に進学する女性は
１９７０年の２９．７％から２０００年には６５．０％と飛躍的に高くなった（９）（教育人的資源部・韓国教育開発
院，２００３）。しかし４年制大学への高い進学率に反して、有配偶者の女性が職業を継続する割合は低
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い。表面的には子どもを持つ母親の就業に関して法的整備がなされ、女性にとって働きやすい環境が
提供されたかのように見える。また高等教育への進学率も男性と同様に高くなり、専門職に女性も就
きやすくなったかのように見える。しかし教科書に反映された理想像のレベルにおいても、「実際的
な世話」が依然として高く、「知識の授与」が低いというように、親役割に関して有意な変化は見ら
れなかった。これらのことから、日本のみならず韓国においても、女性の就業継続や大学における教
育が、男性とは必ずしも同じ意味を持っていないと考えられる。
一方、中国においても、１９９２年に実施された「中華人民共和国婦女権益保障法」で、女性はその妊
娠・出産・授乳にあたり、休暇と特別な保護を受けるものと規定された。しかし、企業側は経済利益
や人事管理などの理由から、必ずしもこの法律を守るとは限らない。ほとんどの母親は９０日の産休開
けとともに、仕事へ復帰しているようである。表面的には法的な整備がされたにもかかわらず、実際
は働く母親に対する優遇措置が実施されていないのは、日本や韓国と同様である。しかし日本や韓国
とは異なる点として、子どもを母親以外の人が養育する環境が中国にはより存在することと、母親以
外の人が養育することを許容する価値観が社会の中に存在することである。高（２０００）が広州で行なっ
た調査では、「子どもの世話を祖父母（その他の人）にまかせている」という質問項目について、中
国の母親は日本の母親に比べて、「当てはまる」と答える傾向が見られた。母親たちは仕事への復帰
を果たすために、子どもの祖父母に頼ったり、お手伝いさんを雇ったりして子どもの世話を各方面に
分散させているようである。また日本や韓国とは社会体制も異なり、社会主義国であるがゆえに、女
性の就業が男性と同様に社会から期待されている。そのため社会全体でも、全托という２４時間の保育
施設を用意することによって、母親が子どもを長時間預けて働ける環境を整えている（塘・高・
童，２００２）。また中国では母親の方でも、子どもを２４時間預けることに対して、日本の母親ほど抵抗
感がない。「３歳までは母の手で」という子育て観がいまだに生きている日本とはこの点で異なるの
である。母親をとりまく社会もそして母親自身も、自分の仕事を子育てよりも優先させたという罪悪
感を持つことなく、フルタイムの就業を継続することが、日本や韓国に比べて中国では可能だと思わ
れる。このような価値観が存在することに加えて、中国では、留学、研修、仕事等で海外や国内の他
所へ行く者が近年増える傾向にある。このような傾向も「母親が実際に育児をすべき」という考え方
を、近年ますます少なくさせる要因の一つになったのではないだろうか。これらの結果が教科書の「実
際的な世話」の割合を減少させたことにつながったのではないかと考えられる。さらに中国の母親が
社会進出をしていくにつれて、こまごまとした世話だけではない親役割が、社会からも期待されるよ
うになったことも、「実際的な世話」の減少につながったと推測される。
 産業構造の変化
「親役割」に対する期待の変化と社会的状況要因の変化とのズレが見られた第３の理由として、産
業構造の変化による父親と子どもの接触時間の減少があげられる。日本では農業や漁業といった第一
次産業従事者が少なくなり、第二次及び第三次産業に従事する者が多くなった。その結果、父親の職
住が分離され、子どもが父親の仕事を間近で見たり実際に手伝ったりすることが少なくなった。また
産業構造の変化は大都市への人口流入を生み出した。大都市の人口は爆発的に増加し、中心部に住め
なくなった人々は郊外へと流れた。そして郊外のベットタウンから大都市の中心部のオフィス街への
通勤が一般的となった。１９６０年代よりも現在の方が労働総時間数は減少したものの、働き手である父
親の通勤時間は長くなり、その結果以前より父親が子どもと関わる時間は減少した（厚生労働
省，２００３；厚生労働省統計情報部，２００３）。教科書に描かれた父親の姿を見ても、１９６０年には牛の乳
搾りを子どもに教えたり、稲刈りの際に鎌の使い方を教えたり、子どもと一緒に漁に出たりする父親
の姿が描かれていた。すなわち父親と子どもは多くの生活体験を共有していた。しかし２０００年の教科
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書になると、父親が子どもと共に仕事をする姿は極端に減少する。また父親が子どもと同じ時間に出
勤する姿が、１９６０年の教科書には描かれていたが、２０００年の教科書には１編も見られなくなった。
このように実生活においても、また教科書に描かれた理想の親役割の中でも、父親が子どもと接触
する時間は時代とともに少なくなっていく。しかしその一方で、「父親不在」の問題が社会的にも大
きくとりあげられるようになり、「父親の育児参加」が社会全体から期待されるようになってきた。
そのため教科書の中でも、社会の要請に応え、次世代に父親の姿を印象づけるためにも、ある程度父
親の育児参加を描くことが必要となってくる。教科書ではこの４０年間で、日本の父親の「実際的な世
話」の割合は有意に減少し、「知識の授与」の割合が有意に増加した。これは実際における父子の接
触時間の不足を、「知識の授与」という育児行動で補填させようとした現代の大人たちの考えを反映
した結果ではないだろうか。そしてこのような補填が可能になった背景として、前述の高等教育への
進学率が上がったことも重要な要因としてあげられ、父親の親役割に関してこれらの要因は相互に強
く関連していると思われる。
本論では、社会的状況要因の中から「高等教育への進学率の内容」「子育てサポート環境」「産業構
造の変化」の３点に焦点をあてて、「親役割」の変化との関係を検討してきた。その結果、各国の親
役割は、時代による社会的状況要因の変化と強く関連していると考えられる。一方で、こまごまとし
た育児を日本では重視するといったような、各国の親役割の特徴として時代を超えても残っていくも
のがある。このように本研究では、通文化的比較と通時的比較を同時に行うことによって、各国間の
特徴と変化を社会的状況要因との関係で捉えた。その結果、実際には高等教育の就学率が女性も高く
なったとはいえ、それが「知識の授与」という母親役割の増加には直接的には結びつかないという知
見が得られた。また女性の就業をめぐる法制度がこの４０年間で大幅に改善されたとはいえ、日本や韓
国の母親の「実際的な世話」は減少しなかったとの点も明らかにされた。したがって本論では就学率
や就業率と、教科書に描かれた期待値のレベルにおける結果とのズレの間の介在変数として、上記の
３つの社会的状況要因を検討してきた。このように介在変数の存在を分析することによって以下のよ
うな新たな仮説が導びかれる。女性の就業率が上がっても、女性に対して家事や育児を今まで通りに
要求するのであれば、人々の親役割に関する性別分業の価値観は変わっていかないであろう。女性の
高等教育の就学率がいくら上がったところで、女性が知識を持つことがよいという価値観に変わらな
ければ、母親の親役割観に関する変化は見られないであろう。また父親も家庭内で実質的な育児を行っ
ていかなければ、親役割は固定化されたままとなる。今後は、実際に子育てをしている母親たちが無
意識に持っている親役割観との関係を分析することによって、期待値と実際的な社会の変化との間に
ある介在変数をさらに明らかにしながら、人々の親役割観を変容させる要因について検討していく予
定である。
［付記］
この研究は、科学研究費基盤研究Ｃ（２）（課題番号：１２６１０１５８）によって行われました。京都産業大学の久米
裕子氏には中国の教科書の翻訳と分析に関わっていただきました。ここに記して御礼申し上げます。
註
 本研究で使用した韓国の教科書は１９６３年と１９６４年に出版された。
 国家教育委員会は１９９８年に教育部と名称変更を行った。
 各国の父母間の比較における統計分析の結果は、セル内の数が小さいものが多いため、「実際の世話」と他
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の育児行動、「知識の授与」と他の育児行動というように、自由度を２として統計的検定を行っている。
 各国の時代間の比較における統計分析の結果は、セル内の数が小さいものが多いため、「実際の世話」と他
の育児行動、「知識の授与」と他の育児行動というように、自由度を２として統計的検定を行っている。
 いずれも浪人は含まれない。
 就学率＝（該当年齢の在籍学生数／就学適齢人口）×１００で表している。高等教育機関には専門大学、教育
大学、大学校が含まれる。１９７０、１９７５年の高等教育機関には看護学校、実業高等専門学校、初級大学が含
まれ、１９８５～２００２年の高等教育機関在籍学生数には１７歳以下の学生が含まれる。
 その後２００１年には全文改訂された。
 但し、１８歳から２２歳までの人口の中で各種高等教育機関に在籍している人の割合は、男女込みで１２．５％で
ある（『中国教育事業統計年鑑 ２０００』人民教育出版社）。中国では高等教育機関への進学率より、識字人
口率が記載されている場合も多く、何を分母とするかによって統計的資料に大きな誤差が生じる。
 高校卒業者数に対する大学進学者数の割合であるため、１８歳人口全体に占める割合とは異なる。
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Cross-historical Change on Parent-role Reflected in Japanese,
Korean and Chinese Elementary School Textbooks
－－ The Relation between Parent-role and Social Changes －－
Rieko TOMO, DEWA Takayuki & GAO Xiangshan
The contents of school texts are very important factors in the socialization of children, and the behaviors
displayed by textbook characters are thought to reflect behaviors that each culture regards as suitable. The
purpose of this study is to reconsider the parent-role behaviors depicted in 1,080 sentences in elementary school
texts for 6-9 year-old children in Japan, Korea and China. These sentences were analyzed into four types of
parent-role behaviors : ‘nursing’, ‘discipline’, ‘giving knowledge’ and ‘mental care’, and the incidence of the
behaviors in 1960’s and 2000’s texts was compared.
The findings were as follows : (1) The percentage of “giving knowledge” behaviors increased in Japanese
and Chinese fathers, but there was no significant change between 1960’s and 2000’s in terms of mothers’
“giving knowledge” behaviors. (2) The percentage of “nursing” behaviors decreased in Chinese mothers’ parent
-role, but there was no significant change between 1960’s and 2000’s with regard to mothers’ “nursing”
behaviors. (3) There was no significant change of the parent-role in Korean parents. All three countries have had
rapid increases in the percentage of women entering universities or the workplaces during these forty years, but
these results indicate that these social changes have different meanings in the three countries.
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